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空家対策の推進について 

１ 趣旨                                          

  空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「法」という。）の公布・施行等を踏まえ、本市にお

いても総合的な空家対策を推進します。 
 
２ 法の概要                                         

  公布日：平成 26 年 11 月 27 日 

背
景 

適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に

深刻な影響を及ぼしており、地域住民の生命・身体・財産の保護、生活環境の保全、

空家等の活用のため対応が必要。 

責
務 

空家等の所有者等の責務： 

周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努める。 

（第一義的には空家等の所有者等が自らの責任により的確に対応することが前提）

市町村の責務： 

空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関する対策の実施その他の空家等

に関する必要な措置を適切に講ずるよう努める。 

施
策
の
概
要 

・空家等対策計画の策定及び計画策定のための協議会の設置 

・空家所有者等の特定のための固定資産税情報の内部利用 

・特定空家等に対する措置（助言・指導、勧告、命令、代執行が可能）及びこれらの

措置に係る立入調査※  
   特定空家等 

①倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

②著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

③適切な管理が行われないことにより著しく景観を損なっている状態 

④その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 
 
・空家や跡地の活用のための対策の実施 

施行日：平成 27 年 2 月 26 日（※特定空家に対する行政措置、立入調査権以外の部分） 
      平成 27 年 5 月 26 日 

 
なお、平成 27 年５月 26 日の法律の全部施行に際し、国より「特定空家等に対する措置」に関す

る具体的な基準や手続を示すガイドラインが制定される予定です。 

 

３ 本市における空家の現状と対策の主な対象                         

(1) 現状（H25 住宅・土地統計調査より） 

市内の空家総数（共同住宅等の空き室を含む）は約 178,000 戸であり、住宅総数の約１割を占め

ます。 

 

 

 

 

 
 

(2) 対策の主な対象 

空家対策は一戸建の空家のうち、別荘、賃貸・売却用以外の「その他空家」を主な対象とします。 
 
 
 
  

空家率 平成 25 年 平成 20 年 

横浜市 10.09%( 178,050 戸) 9.65%(  160,400 戸) 

神奈川県 11.2 %( 486,700 戸) 10.53%(  428,600 戸) 

全国 13.5 %(8,195,600 戸) 13.1 %(7,567,900 戸） 

一戸建その他空家率 平成 25 年 平成 20 年 

横浜市 1.18%（20,760 戸） 0.96%(15,970 戸) 

建築・都市整備・道路委員会

平 成 2 7 年 ５ 月 2 2 日

建 築 局

約1.3倍
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４ 本市における取組の方向性                                

市民の安全・安心の確保や地域の活性化を目指し、①空家化の予防（所有者への啓発）、②中古住

宅の流通・活用促進、③管理不全の防止や④跡地の活用を柱とした「総合的な空家対策」を推進し

ます。 
 

取組の柱 主な対策案 

① 空家化の予防 

（所有者への啓発） 

・啓発ちらし・パンフレットの配布 

・納税通知書同封チラシを活用した適正管理のお

願い文の送付 

② 空家（中古住宅）の市場

流通・活用促進 

・リフォーム支援 

・市場での流通促進 

・活用マッチング 

 
 
③ 管理不全な空家の 

防止・解消 

・第三者による見守り・維持管理 

・土地や建物の権利関係の整理 

・行政による改善指導 

・税制上の措置（勧告の対象となった特定空家等

に対する固定資産税等の住宅用地特例の除外）

 

④ 空家に係る跡地の活用 
・防災や地域コミュニティの視点を含めた跡地活

用等の検討 

 

なお、具体的な対策については、法に基づく協議会等の意見を聴きながら、「空家等対策計画」に

定めていきます。 
 

５ 平成２７年度の主な取組                                 

(1) 法に基づく協議会の設置及び空家等対策計画の策定 

  ・協議会設置条例の制定（平成 27 年第３回定例会附議予定）、協議会の設置 

  ・空家等対策計画の策定 

  

(2)  専門家団体との連携協定（H27.3/30 締結）と空家の適正管理に向けた啓発 PR 

 ＜協定締結を行った６団体＞ 

公益社団法人 神奈川県宅地建物取引業協会 公益社団法人 全日本不動産協会神奈川県本部横浜支部

横浜弁護士会 神奈川県司法書士会 

一般社団法人 横浜市建築士事務所協会 特定非営利活動法人 横浜プランナーズネットワーク 

・各専門家団体による無料相談窓口の開設・充実（4/1～） 

・市民向けパンフレットの配布、相談会等を活用した維持管理に向けた啓発 PR 

 

(3) 庁内の横断的な取組 

・改善指導に向けた庁内関係部署（区役所、消防局、財政局、市民局、健康福祉局、資源循環局、

道路局等）との連携体制の構築・運用（4/1～） 

・空家・特定空家の判断基準の検討、判断体制の整備（特定空家等の措置に関する国のガイドラ

インを踏まえ、検討します。） 

・防災や地域コミュニティの視点を含めた跡地の活用や建替え等のスキームの検討（区役所や都

市整備局と連携） 

《 空 家 の 状 態 》 

利用中 

空き家化 

放置・管理 
不全状態 

除却 

跡地の活用 











専門家の皆さんが相談に応じてくれます。

空家に関する相談窓口のご案内

電 話
受付時間

平成27年４月から、各団体と横浜市が「協定」を締結して取り組んでいます。

電 話
受付時間

045－211－7719
月～金曜日(土日祝日除く)　9:30～16:30(12:00～13:00除く)

　横浜市では、市内に空家を所有及び管理する皆さまが抱える様 な々問題について、専門家団体の相談窓口を
無料で利用することができます。下記の連絡先を御参照下さい。
　なお、無料で受けられる相談内容は、各団体により取扱いが異なりますので、お問い合わせの際にご確認ください。

空家とは　 個人が所有及び管理する住宅をいいます。 相談の対象　横浜市内の空家とします。

不動産（空家）の売買や賃貸に関すること

売却・賃貸

土地・建物の相続登記、成年後見等に関すること

建物に関すること

空家の活用（※）に関すること

空家の相続、成年後見等権利関係の整理、空家をめぐる紛争の解決に関すること
横浜弁護士会

045－641－1348
３０分/件　月～金曜日（土日祝日除く）　13:00～16:00

神奈川県司法書士会

電 話

受付時間

045－662－1337
  予約制    45分/件　　　　　  毎週火、木曜日　13:00～16:00   予約先    月～金曜日（土日祝日除く）　　　　   9:00～17:00（12:00～13:00除く）

　 電 　 話 　

窓口・電話相談

045－681－2922
新規の場合は毎週火曜日　
13:00～16:30（相談開始後は随時）

一般社団法人 横浜市建築士事務所協会

無料相談専
用電話窓口
受付時間

公益社団法人 神奈川県宅地建物取引業協会
045－633－3035
  予約なし   月～金曜日（土日祝日除く） 10:00～16:00 （12:00～13:00除く）

NPO法人 横浜プランナーズネットワーク

045－321－8733
月～金曜日（土日祝日除く）　9:00～17:00（12:00～13:00除く）

公益社団法人 全日本不動産協会 神奈川県本部 横浜支部
電 話
受付時間
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● 上記のうち 相続に関することは遺言・相続お悩みダイヤル 

電 話
受付時間

045－620－8300
月～金曜日(土日祝日除く)　9:30～17：00

● それ以外は 有料相談：横浜駅西口法律相談センター

※地域活動や行政サービスを目的とする
　ものに限ります。 
※地域活動のために、建物を使用したい
　方の相談にも応じます。
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